
事 務 連 絡

平成３０年３月１６日

各都道府県教育委員会高等学校指導事務主管課

各指定都市教育委員会高等学校指導事務主管課

各 都 道 府 県 私 立 学 校 事 務 主 管 課

附属高等学校（中等教育学校後期課程を含む）

を置く各国立大学法人附属学校事務担当課 御中

附属高等学校（中等教育学校後期課程を含む）

を置く公立大学法人附属学校事務担当課

構造改革特別区域法第12条第1項の認定を受けた

地方公共団体学校教育事務担当課

文部科学省初等中等教育局教育課程課

児童生徒課

「これってあり？まんが 知って役立つ労働法Ｑ＆Ａ」の改訂について

このたび、厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官から、別添のとおり、労働法

のハンドブックの改訂について、周知の協力依頼がありました。

本ハンドブックは、平成２７年に労働法制に関する知識を一層普及させるため、作成

されましたが、今般、内容の改訂を行い、近日中に下記のホームページに改訂版が掲載

される予定です。高等学校において、生徒に雇用と労働を巡る問題について考えさせた

り、キャリア教育の一環として生徒の職業意識を高める指導を行ったりする際に活用で

きるほか、卒業後の進路として就職を希望する生徒に対し、適切な時期に周知すること

が考えられます。

ついては、域内の高等学校（中等教育学校後期課程を含む。以下同じ）を設置する市

町村教育委員会、所管又は所轄の高等学校並びに学校法人に対して、このことについて

御周知いただくようお願いします。

記

（厚生労働省のホームページ）

「これってあり？まんが 知って役立つ労働法Ｑ＆Ａ」

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/mangaroudouhou

【本件問合せ先】

文部科学省初等中等教育局教育課程課教育課程総括係

電話 ０３－５２５３－４１１１（内線２０７３）

【ハンドブックに関する問合せ先】

厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官室

電話 ０３－５２５３－１１１１（内線７７４９）



  
 

事 務 連 絡 
                             平成 30 年 3 月 15 日 

 
文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課長 殿  
文部科学省初等中等教育局教育課程課長 殿  
文部科学省初等中等教育局児童生徒課長 殿  
文部科学省初等中等教育局特別支援教育課長 殿  
 
 

 
       厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官 

 
 

「これってあり？まんが  知って役立つ労働法Ｑ＆Ａ」の改訂について 
 
 
 貴職におかれましては、日頃より労働行政の推進につきまして、御理解、御協力を賜り

厚く御礼申し上げます。 
平成 27 年に労働法制に関する知識を一層普及させるため、学生・生徒の利用に適した、

分かりやすい労働法のハンドブック「これってあり？まんが  知って役立つ労働法Ｑ＆Ａ」

（以下「ハンドブック」という。）を作成しました。 
今般、内容の改訂を行い、近日中に当省ホームページ（※）に掲載する予定です。 
下記を御確認の上、各都道府県教育委員会・専修学校主管部局等へのハンドブックの周

知について、御協力を賜りたく、よろしくお願いいたします。 
  
※厚生労働省のホームページ 
「これってあり？まんが  知って役立つ労働法Ｑ＆Ａ」 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/mangaroudouhou 

 
記 

 
１ ハンドブックの対象者について 

働き始める前又は現にアルバイト等で働いている若者が、労働法に関する基本的な知

識を身につけ、就職先を選択する際や現に働いている中で参考となる労働法の知識をま

とめているため、学生・生徒を対象としております。 
また、大学生・高校生等と対象を区分することなく共通して用いることができるもの

としております。 
 

２ 改訂箇所 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/mangaroudouhou


  
 
  平成 27 年４月から平成 29 年 10 月までの法令改正等を反映しました。また、新たに

「過労死ってなんだろう……？」（P.26～P.27）という漫画ページと解説ページを追加し

ました。 
 
３ ハンドブックの配付について 

ハンドブックを３月中旬～下旬に各高等学校等に送付する予定です。各高等学校等へ

の配布部数は以下記載の通りです。 
 
高等学校         各８０部 
中等教育学校       各４０部 
特別支援学校       各１０部 
高等専修学校       各４０部 
都道府県教育委員会       各１０部 
 
なお、ハンドブックについては、各都道府県労働局が実施する労働法制の普及等に資

する講義や就職セミナー等において配布する予定としておりますので、御承知おきくだ

さい。 

 

 本件担当：厚生労働省政策統括官付 
     労働政策担当参事官室 
      調整第二係 日江井、徳武 

（代表） 03-5253-1111
（内線 7749） 




